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要約
都市域における土壌汚染が社会問題になっているが、これに対する国の対応は始まった
ばかりであり、未だ充分な政策はとられていない。本論文では、都市域の土壌汚染による
環境リスクを社会全体において低減するような制度的枠組みが必要であると考え、提案を
行った。
まず、都市域の土壌汚染による環境リスクの本質について分析した。環境リスクの管理
には、ポイントソース・ノンポイントソースという汚染源の区分を視野に入れる必要があ
る。この汚染源の区分に、交換にかかる諸費用である取引費用の概念からアプローチし、
その本質を明らかにした。
次に、土壌汚染問題の顕在化に対していかに取り組んできたかを国内の政策を中心に把
握し、外国の主要な政策例にも触れながら、土壌汚染政策の傾向について比較分析した。
そして、現実に実施されている政策を踏まえた上で、いかなる手法が土壌汚染政策として
効果をもつのか、典型的な環境管理手法の有効性について検討した。
最後に、都市域の土壌汚染問題に求められるリスク管理の枠組みを示し、具体的な管理
手法を提案した。現在のところ顕在化していない土壌汚染にも環境リスクは存在するので
あり、それを視野に入れたリスク管理が必要である。そして、リスク管理には社会的に効
率的な汚染削減が求められ、しかも社会全体としての取引費用が低額で済む管理手法が望
まれる。特に、強制費用が高額となるノンポイントソース対策への取り組みが重要であ
る。
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1 .はじめに
市街地の土壌汚染が社会問題化するにつれ、わ
が国の法整備の遅れが各界から指摘されるように
なった。そこで環境省は、市街地の土壌汚染対策
に関する法律制定に向けて対応方針を示した「土
壌環境保全対策の制度の在り方について(中間取
りまとめ)Jを2001年9月に発表し、 2002年2月
には、「土壌汚染対策法案」を第154回通常国会に
提出した。これまで土壌汚染などの公害防止対策
費用は汚染原因者が負担すべきであるとする「汚
染者負担原則」が一般的な考え方であったが、同
法案では、土壌汚染に関する調査や浄化等を実施
すべき責任者を第一義に、「土地の所有者、管理
者又は占有者(所有者等)Jとすることと定めて
おり、これによってわが国の土壌汚染対策につい
て一定の方向性が示されたといえる。
しかし、土壌汚染は大気や公共用水域と異な
り、私有地で発生することが多く、汚染調査の機
会がなければ何ら対策のとられないまま汚染が進
行する可能性がある。また、土壌汚染の浄化費用
は一般に高額であるため、汚染原因者や土地所有
者などの責任者に資力のない場合に汚染土壌が放
置されたり、浄化などの対応策が遅れるという可
能性もある。このようなリスクに対していかに取
り組むかという点については、土壌汚染対策法案
においても十分な対応方針が示されたとはいえな
い。土壌汚染による環境リスクを低減する仕組み
づくりについて検討する余地は未だ大きいと考え
られる。
そこで本論文において、都市域の土壌汚染によ
る環境リスクを社会全体において低減するような
制度的枠組みを提案することとする。
2. 都市域の土壌汚染による環境リスク
とその問題の特質
2. 1 都市域の土壌汚染による環境リスク
土壌汚染の原因となり得る物質は、重金属類、
揮発性有機塩素化合物、石油系炭化水素、農薬、
肥料、ダイオキシン類、放射性物質、病原性微生
物などと大別できる。近年では PCBやダイオキ
シン類など、生物の内分泌作用を撹乱する可能性
の高い物質は内分泌撹乱化学物質(いわゆる環境
ホルモン)として認知されており、今後は環境ホ
ルモンも土壌汚染の重要な問題になることが考え
られる。
これらの物質は適切に取り扱われていれば有害
ではないが、不適切な処理がなされれば人に悪影
響をもたらすことになる。土壌汚染による環境リ
スクには、第lに農地が汚染されたり、土壌を通
じて公共用水域が汚染された場合に、そこから得
られる農産物や水産物を食物として摂取するリス
クがある。第2に土壌を通じて汚染された水を飲
料水として摂取するリスクがある。第3には、土
壌汚染物質が粉塵となって大気中に飛散し、それ
を呼吸によって体内に取り込んだり、汚染物質に
直接皮膚が接触してしまうリスクがある。
都市域には各業種の店舗や工場敷地、住宅敷
地、農地など多様な用途に供される敷地が混在し
ており、上記3つのいずれのリスクも存在し得
る。さらに、都市域には多数の汚染源が存在し、
発見されないままに進行したり、放置されたりす
る土壌汚染も多数存在する。それら汚染の中には
現在のところ有害性が明確になっていないために
土壌汚染と認識されず、放置されているものもあ
る。したがって、都市域の土壌汚染による環境リ
スクの特徴として、[1]多種類の有害物質に曝さ
れる可能性、 [2]長期間に亘って有害物質に曝さ
れる可能性、[3 ]現在、有害性の判明していない
物質に曝される可能性、を指摘することができ
る。
2. 2 ポイントソース・ノンポイントソースに
よる汚染源の分類
(1 )汚染瀬の社会的属性と加害者・被害者の関係
都市域に多数存在する汚染源を社会的属性の観
点から見ると 2つの傾向に大別できる。 1つは相
対的に経済的基盤が強く、社会的地位も高い、い
わゆる大企業であり、もう 1つは社会的、経済的
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たのが図 lである。
社会的・経済的基盤の強い大企業のみならず、
その対極に位置する小規模事業者や家庭も汚染源
になると同時にそれら汚染者も他の汚染源(ポイ
ントソース・ノンポイントソース)から影響を受
ける被害者になり得ることを図 lは示している。
悪比重手・萩原:土壌汚染問題における環境リスクの管理手法
(2)取引費用からみたポイントソース・ノンポイ
.ントソースの特徴
①取引費用の概念の導入
上述したように、ポイントソース・ノンポイン
トソースの区分は観察可能性によるものである
が、さらに、その本質を交換にかかる諸費用であ
る取引費用の概念を用いて明らかにする。
環境汚染などの外部不経済は、「負の財」が市
場で正当に取引されないがために発生するもので
あり、もしこの「負の財」を正当に取引しようと
するならば、その交換には取引費用が発生するこ
とになる。
市場で取引を実行するためには取引費用が必要
であることを Coase(1 960 )が提唱し、その後
Dahlman (1979)が取引費用の概念を、取引相手を
探索するための費用、取引成立のためにかかる交
渉費用、契約条件通りに相手の義務を履行させる
ためにかかる監視・強制のための費用の3種類に
基盤が相対的に弱い小規模事業者や家庭である。
前者は比較的少数であるため、各汚染源の排出状
況を観察するのも容易であるが、後者は不特定多
数存在するため、個別に排出状況を観察すること
は極めて困難である。このような観察可能性から
汚染源をポイントソース、ノンポイントソースに
分類することができる。ポイントソースは点源あ
るいは特定源とも呼ばれ、汚染物質の排出が確認
できる汚染源であり、ノンポイントソースは面
源、分散源、非特定源などとも呼ばれ、汚染源が
面的に広がり散在しているために汚染物質の排出
が確認できない汚染源であると一般的に定義され
る。この考え方は水質汚染管理の分野でよく用い
られている。
土壌汚染は土地において発生するという性格
上、汚染が発見されれば汚染源の特定は比較的容
易であり、この場合はポイントソースとして管理
できる。しかし、現実に汚染が発見される土地は
大規模な工場敷地や用途変更により調査の機会に
恵まれた工場跡地などのごく一部に過ぎず、小規
模事業者の敷地などは土壌汚染が確認されないま
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1.財貨やサービスの標準化
2 明確で単純な権利
3.少数の当事者
4.友好的な当事者関係
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7.即時の交換
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1.不代替的な財貨やサービス
2.不確実で複雑な権利
3 多数の当事者
4.敵対的な当事者関係
5.お互いによく知らない当事者たち
6.不当な行動
7.時間のかかる交換
8.多数の不確実性の存在
9.監視費用が高価
1O.制裁費用が高
(クー ター ら(1997)より)
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図1
????????まに進行する可能性が高く、また、地下水汚染の
場合には汚染が発見されても汚染源が特定できな
い場合も少なからず存在する。このような状況に
ある汚染源は、面的に広く分散しているために排
出を確認できないノンポイントソースと同様の特
徴を示すものと考えられる。これら土壌汚染の汚
染源と汚染による影響を受ける者の関係を図示し
42 総合都市研究第 77号 2002
整理した。さらに、クーターら(1997)は探索費
用、交渉費用、強制費用といった取引費用を高額
にする要素と低廉にする要素を表1のようにまと
めている。
取引費用は前述したように、市場における交換
に必要な諸費用を意味しており、市場での交換が
成立していない状態、すなわち外部性が発生して
いる状態の解決には一見、関係のないように思わ
れる。しかし、自発的交渉にせよ、公的機関の介
入にせよ、外部性の解決とは、当事者を含めた社
会全体で未成立な交換を成立させようとしている
ものと捉えることができる。もし、汚染の被害を
受けている被害者が汚染者を訴え、裁判で解決す
るという手段をとるならば、当事者たちは弁護士
費用などの交渉費用を直接負担することになる。
また、被害者に代わって行政が環境汚染を規制す
る場合には、汚染者を探索し、その排出状況を確
認し、限度を超えた排出をさせないように監視す
るための一連の費用が行政費用としてかかること
になる。行政の財源は市民や企業からの税金であ
るので、この場合の費用は社会全体が負担するこ
ととなる。
つまり、環境汚染という外部性を解決するため
にかかる費用は、その費用が発生する場面や負担
を課せられる者によって司法費用や行政費用など
と認識されるが、その本質は取引費用であるとい
うことができる。
②加害者・被害者聞に発生する取引費用の特徴
ここでは、ポイントソース、ノンポイントソー
スがそれぞれ不特定多数の者に影響を与える場合
と特定少数の企業に影響を与える場合とを想定す
る。そして、それぞれの場合において、被害者が
加害者に何らかの救済を求める(差止めや損害賠
償の請求など)形で、自発的交渉を行うとした場
合、当事者間の取引費用はどのような傾向を示す
かを分析する。
図 2 に示すように、 A~D の 4 つの場合の交渉
について考える。
A:特定少数の汚染者が特定少数の者に害を及ぼ
す場合
これは汚染する者とその影響を受ける者がそれ
ぞれ少数であり、お互いの存在を認知し合ってい
る場合である。最も単純な形は 1対1の関係であ
り、ある企業による汚染が隣地の企業に害を及ぼ
すような場合が考えられる(もちろん、企業同土
のみならず住民同士がこのような関係になる場合
もあり得る)。
この場合、当事者が自発的交渉によって問題解
決に臨むならば、取引費用は次のような傾向を示
す。
[ 1 ]探索費用:汚染者も被害者も互いに相手が
判っているので、低額で済む。
[ 2 ]交渉費用:交渉の内容によって異なるが、
当事者が多数の場合より交渉がまとまりや
すいので、比較的低額になる。
[ 3 ]強制費用:汚染者が少数であるため、監視
や違反の場合の制裁も行いやすく、比較的
低額になる。
B:不特定多数の汚染者が特定少数の企業に害を
及ぼす場合
例えば、ある企業が製品を製造する工程におい
て清浄な空気(または水)を必要とするものとす
る。もし、その工場近くの大気(または河川)が
付近の住民等により自動車の排ガス(または生活
排水など)で汚染されているならば、工場は製造
工程に空気(または水)を浄化する装置を設置す
ることが考えられる。その浄化装置の投資部分は
製品の価格として反映されることになるので、こ
の場合は自発的交渉の必要はなく、市場を通じた
交換が可能になると考えられる。
C:特定少数の汚染者が不特定多数の者に害を及
ぼす場合
この場合の代表的な例として、かつての水俣病
やイタイイタイ病などの典型的な公害が挙げられ
る。
このような場合に、当事者が自発的交渉を図る
ならば、取引費用は次のようになる。
[ 1 ]探索費用:汚染者は少数であるので被害者
側は確認しやすいが、被害者は多数である
ので、汚染者側が被害者を認知するまでに
情報収集等の費用が相当かかる。
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費用が行政費用として発生することになる。した
がって、自発的交渉、公的機関介入の手段にかか
わらず、環境汚染という外部性を解決するために
強制費用を中心とする取引費用が比較的高額とな
るのがノンポイントソース、比較的低額になるの
がポイントソースであるといえる。
都市域の土壌汚染による環境リスクの管理に
は、多数の汚染源をどのように取り扱うか、とり
わけ、強制費用の高額となるノンポイントソース
をいかに管理するかという視点が欠かせないもの
と考えられる。
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土壌汚染問題の顕在化とその対応策
の傾向
3. 
現行の土壌汚染政策は、過去に顕在化した土壌
汚染問題が契機となって、その時々において導入
が図られてきた。かつて、どのような汚染問題が
顕在化し、それら問題にどのように対応してきた
のかを国内の政策を中心に把握し、外国の主要な
政策例にも触れながら、土壌汚染政策の傾向につ
いて比較分析を行う。
[ 2 ]交渉費用:被害者が多数のため、交渉がま
とまりにくく、高額になる傾向がある。
[ 3 ]強制費用:汚染者が少数であるため、監視
や違反の場合の制裁も行いやすく、比較的
低額になる。
D:不特定多数の汚染者が不特定多数の者に害を
及ぼす場合
これは汚染する者とその影響を受ける者がそれ
ぞれ多数であり、互いの存在を特定できない場合
である。都市域ではよく見られる関係であり、自
動車による排ガrスが地域住民に影響を与えている
という状態は最も顕著な例である。
この場合の自発的交渉では取引費用は次のよう
になる。
[ 1 ]探索費用:汚染者も被害者も多数存在し、
相手を特定するのが困難であるので相当の
高額になる。
[ 2 ]交渉費用:当事者多数のため、交渉がまと
まりにくく、高額になる。
[ 3 ]強制費用:汚染者が多数であるため、監視
や制裁が難しく、高額になる。
わが国の土壌汚染問題を振り返ってみると、古
くは1890年頃に栃木・群馬両県にまたがる渡良瀬
川流域で発生した足尾銅山鉱毒事件にまでさかの
ぼる。同事件では人畜や農作物に甚大な被害が発
生したが、特定地域の事件であり、公害問題に対
する意識の低かった当時の社会情勢においては、
その対策は極めて対症療法的なものでしかなかっ
た。本格的な土壌汚染対策が講じられるようにな
るのは富山県神通川流域のイタイイタイ病発生以
降のことである。イタイイタイ病は1955年頃から
社会問題化していたが、厚生省がイタイイタイ病
の原因は鉱業所から排出されたカドミウムである
という見解を発表したのはさらに後の1968年のこ
とである。このような社会的背景のもと、 1970年
の臨時国会(通称、公害国会)において公害に関
する14の法律が制定・改正された。その 1つとし
て、「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」
日本の土壌汚染政策3. (潜在的な)加害者
D 
ノンポイント
ソー ス
B 
C 
ポイント
ソー ス
(潜在的な)
被害者
.. ー-
?ー?←??
?
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???、??
?
? ??????
????? ???
A 
図2 ポイント'ノンポイントソースと被害者の
組み合わせ (4つの場合)
加害者、被害者の一方あるいは両方が不特定多
数の場合には探索費用、交渉費用共に高額になる
傾向があり、特に加害者が不特定多数の場合には
強制費用も高額になる傾向がある。自発的交渉の
場合、取引費用は当事者の負担となるが、被害者
に代わって行政が規制を実施した場合でも同様の
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物質別に見る土壌汚染ほか主要な環境汚染顕在化の時期と関連政策の系譜(日本)表2
環境ホルモンダイオキシン類揮発性有機化合物
住民への被害
・不明確
e線機小
‘リスク裂
]…IE(馴地下水水質保全へ
1996 
環境ホルモンに
ついて警告した
“Our 
Stolen Future" 
発干IJ
1999 
環境省の調査で
/ニ7I1晶が広範囲
で検出
•••••••• 
?
属金
?
西暦年
砂よ水道整備・
市街地j青得規則制定へ(1879)
.20世紀初頭まで
伝染病各地で多発
1900 
1950 
ユA
砂7k;1軍法・農用地土壌汚梁
防止法など制定へ (1970)
住民への被害F
.醗器産
・規機大
鷹公害箆
1960 
1980 
1970 
.・a・・・・・・・・・...・・・・・・・・・・・・・・・・』
， ・1970年代以降 i 
1 工場跡地、誤験研究所跡地
i にて重金属等の土壌汚染 i 
t 発覚棺次ぐ. ... ... . . .. . 
V 
土壌環境基準設定へ(1991)
1985 
1990 
1995 
太枠は土壌・地下水汚染事例、細枠はその他の主要な環境汚染事例を表す。
日本において、土壌・地下水汚染ほか環境汚染問題として顕在化した1慣に、汚染原因物質を左から右へと並ベてある。
但し、放射性物質は現在、環境政策の対象になっていないことから、右端に記載した。
注1
注2
2000 
同時に制定されており、これによって汚染者負担
原則が根付くことになった。
こうして農地の土壌汚染対策は実施されるに
至ったが、市街地の土壌汚染対策は遅れていた。
市街地については1970年代後半から土壌汚染が
発覚する事例が相次いで見受けられる。 1975年に
が制定されており、汚染された地域やそのおそれ
のある地域について、都道府県知事は汚染の防止
や除去等を図るための対策計画を策定することが
義務付けられた。但し、対策事業を行政が実施し
たとしてもその費用を汚染者に負担させることが
できるように「公害防止事業費事業者負担法」も
放射性物質 1 
恵比寿・萩原:土壌汚染問題における環境リスクの管理手法
土壌汚染関連政策
|1948農薬取締法制定
|1967公害対策基本法制定
1970 r公害国会Jで14の法制定及び
改正
・典型公害に土壌汚染追加
・水質汚濁防止法制定(水濁法)
同農用地の土壌の汚染防止等に関する
法律制定
同公害防止事業費事業者負担法制定
1986市街地土壌汚染に係る暫定対策
指針策定(固有地対象)
1989水濁法改正 地下水保全追加
1991土壌環境基準設定
1992固有地土壌汚染対策指針策定
1993環境基本法制定
1993水質環境基準 対象項目追加
1994土壌環境基準対象項目追加
1994土壌・地下水汚染の調査対策指針
1996水濁法改正 地下水浄化命令等
1997地下水質環境基準設定
1999ゲイオキシン類対策特別措置法制定
1999土壌・地下水汚染対策指針改定
1999地下水環境基準 対象項目追加
2001土壌環境保全対策の制度の在り方
について(中間取りまとめ)
2001土壌環境基準 対象項目追加
2002土壌汚染対策法案 国会提出
その他の政策
1879市街地清掃規則及び関構造並
尿尿汲取規則制定
1957放射性同位元素等による
放射線障害防止法制定
1958 r水質2法」制定
・公共用水域の水質の保全に
関する法律
・工場排水等の規制に関する法律
1970廃棄物の処理及び清掃に
関する法律制定(廃掃法)
1973化学物質の審査及び製造等の
規制に関する法律相i定
(化審法)
1976廃掃法改正
産廃最終処分場に技術基準
1986化審法改正 トリクロロエチル等
指定化学物質の監視
1997廃掃法改正 除去措置命令等
1998環境ホルモン戦略計画
SPEED'98 発表
1999 PRTR法制定
2000廃掃法改正規制強化
2000特定放射性廃棄物の最終処分
に関する法律制定
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は東京都江東・江戸川区境の化学工場跡地におい
て六価クロムによる汚染が発見され、 1981年及び
1984年には国の試験研究機関跡地において水銀、
カドミウム等の重金属汚染が発見された。また地
下水についても、 1982年の環境庁による全国の主
要都市における地下水調査の結果、揮発性有機塩
素化合物などの水質汚染が各地の井戸で発見され
た。
このような土壌、地下水汚染の発覚に伴って実
施されたのは、「化学物質の審査及び製造等の規
制に関する法律(化審法)J、「水質汚濁防止法(水
濁法)J、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律(廃
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掃法)Jなどの関連諸法の改正や強制力をもたな
い対策指針の策定などであり、抜本的な対策はと
られなかった。
1990年代以降、ようやく市街地の土壌汚染対策
が着手されるようになる。直接の強制力はない
が、行政の政策目標となる土壌環境基準が1991年
に、地下水環境基準が1997年に設定された。 1996
年には水濁法に、汚染者に対して浄化命令を可能
とする条項が加わり、 1999年には「ダイオキシン
類対策特別措置法(ダイオキシン対策法)Jが制
定されるなど、対策が徐々に本格化し、 2001年に
は冒頭の中間取りまとめが発表され、 2002年には
土壌汚染対策法案が国会へ提出されるに至るので
ある。
こうした国内の土壌汚染関連政策の系譜を導入
の契機となった汚染問題と対応させて示したのが
表2である。近代以前の地下水汚染は、伝染病を
蔓延させる病原性微生物による井戸水の汚染が深
刻な問題であった。しかし、上水道の整備や尿
尿、廃棄物の適正な処理により伝染病のおそれは
次第に小さくなっていった。次に問題となるの
は、近代化の過程において活発になる鉱山採掘を
原因とする農地の重金属汚染である。その後、重
金属による土壌汚染は市街地の工場や研究所敷地
でも相次いで発見されるようになる。さらに市街
地では、洗浄剤として多用された揮発性有機塩素
化合物が汚染原因物質として注目を集めるように
なり、近年では、廃棄物焼却場から発生するダイ
オキシンも重要な汚染物質として社会に認知され
ている。このように、汚染問題として顕在化する
物質は時代を経て移行しており、その時々に応じ
て国が政策を実施してきたという経緯がある。
ここで、農地の土壌汚染対策に比較し、市街地
について国の対応が遅れた原因を考えてみる。
1970年の公害国会における14の法制定を始め、
1973年の化審法の制定など、この時期にとられた
政策は、イタイイタイ病、水俣病、カネミ油症事
件など、規模が大きく明確な被害の発生を背景と
している(表2の左上部分)。これらの公害問題
は住民被害の発生をもって、持染の存在が明らか
になるのが一般的な過程であった。
1975年に江東・江戸川区の工場跡地で六価クロ
ム汚染が発見されるが、これはそれまでの公害と
異なり住民の被害ではなく、汚染そのものが先に
顕在化した事例であった。これは、その後の市街
地土壌汚染に共通して見られる特徴である。つま
り、汚染は発見されるものの、それによる被害が
必ずしも発生しているとは認められない場合が多
いということであり、それが国の対応を遅らせる
原因となったと推測される。
人への被害が判然としない汚染問題に対して国
が対策を龍賭したことが、地方公共団体に条例や
指導要綱等の対策を個別に行わせる要因になった
と考えることができる。
近年、国はダイオキシン対策法やPRTR法(特
定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の
改善の促進に関する法律)の制定、環境ホルモン
の調査・研究など、人への影響が必ずしも明確で
ない環境リスクに対しでも取り組むようになって
おり、土壌汚染対策法案の内容にもその傾向が窺
える。
3. 2 外国の主要な土壌汚染政策
外国でも土壌汚染政策は発覚した汚染問題を契
機に実施される傾向が見受けられる。
アメリカでは、有害物質の汚染によって生ずる
人の健康や環境への危険に対処するために、 1980
年に「包括的環境対応・補償及び責任法(通称、
スーパーファンド法)Jが制定された。これは、
1978年にニューヨーク州のラブ・カナルにおい
て、埋立てられた地中の有害化学物質が地上の住
宅地にj参み出した事件が契機となって導入された
ものである。オランダでは、 1981年、ロッテルダ
ム近郊の住宅地において、飲用水道が有害物質で、
汚染された事件を契機として、翌年「暫定土壌浄
化法(後に、土壌保護法)Jが制定された。
これらの法律はいずれも汚染浄化の責任を負う
べき者を予め定めているという共通点があり、同
様の制度は他の国でも見られる。
また、アメリカのスーパーファンド法は、汚染
責任者不明の場合や責任者に資力のない場合に、
連邦が代わって浄化事業を実施することができる
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ように、石油税や化学品税、一般財源等から拠出
した基金を設置しており、これが同法の特徴的な
制度となっている。
このほか地下水を飲用水として利用する割合の
多い国や地域では、土壌汚染対策以前に、地下水
汚染対策を古くから行ってきている。地下水の水
質を保護するために、地下水源からの距離に応じ
て汚染の可能性のある行為を制限するゾーニング
規制を設ける方法が広く行われており、ヨーロッ
パ諸国やアメリカの各州で実施されている。
3. 3 土壌汚染に関する政策手法の比較
以上、日本と外国の土壌汚染に関する政策をご
く簡単に述べたが、社会で実施されてきた政策手
法がどのような傾向をもつのか、本節で比較す
る。
まず、内外の土壌汚染政策に共通して見られる
ことは、事後対応策が中心であるということであ
る。これは土壌汚染が発見されて初めて浄化など
の対応が可能になるという性質を反映している。
但し、事後対応策にも日本の政策に見られるよう
な行政が主体となるものと欧米の政策に見られる
ような汚染責任者などの当事者が主体になるもの
とがある。
また、未然予防型の政策としては、日本では排
出・廃棄段階で規制するものが多く、製造・使用
といった生産段階で規制するものは少ないという
特徴がある。しかし土壌の場合、排出状況を監視
することは困難であるため、欧米の地下水保護を
目的としたゾーニング規制のような生産段階での
管理が重要であると考えられる。
さらに政策には、命令管理型のものと自主管理
促進型のものがあり、欧米では後者が主流であ
る。わが国の政策も、近年は責任者に対して汚染
の未然予防を促すような方向へと向かっている。
今後、土壌汚染政策はかつての行政主体型、命令
管理型の政策から、当事者主体型、自主管理型の
政策へと移行するものと考えられる。
4. 土壌汚染に対する典型的環境管理手
法の有効性
前章で、現実に実施されている土壌汚染政策を
概観してきた。本章では、土壌汚染のポイント
ソース・ノンポイントソースの管理にいかなる手
法が効果をもつのか、直接規制、経済的手法、分
権的・自発的手法といった典型的な環境管理手法
の有効性について検討する。
まず、直接規制であるが、これは汚染物質の排
出者に対して、汚染物質の排出や汚染原因となる
物質の製造や使用など、直接、特定の行為を禁
止、制限することで環境汚染を管理するという命
令管理型の手法である。排出者に対して排出基準
を設定して汚染削減を図る手法は、各排出者の排
出状況を監視する必要があるが、私人に所有され
る土地の汚染状況を頻繁に測定することは困難で
あり、土壌汚染対策には効果がない。
また、汚染物質の排出を行う生産者に対して、
汚染を削減する特定の生産技術を指定する手法
や、特定の地域において汚染原因物質の使用を制
限する手法は、生産者の個別性を反映せず、非効
率的であるという欠点がある。しかし、これらの
手法は、多数の生産者の排出状況を監視する必要
がなく、しかも、汚染原因物質を使用する段階で
管理するため、特に、監視の困難な多数のノンポ
イントソースを管理するためには有効な手法であ
る。
次に、経済的手法であるが、これは各経済主体
に対して経済的インセンティブを与えて、各主体
の行動を誘導することで、社会全体の汚染削減を
図る手法であり、税・課徴金、補助金などの手法
がある。
各排出者の排出に対して、税や課徴金を課した
り、反対に排出削減に対して補助金を賦与するこ
とは、各排出者に関する各種の情報を必要とする
ため、実施には困難を伴う。
しかし、生産段階での投入物や生産物に対して
税や課徴金を課す場合には各排出者の排出に関す
る情報を必要としないため、実施可能性は高い。
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但し、このような手法には一律で非効率的な側面
がある。また、税・課徴金制度にはスーパーファ
ンド法に見られるように、行政が汚染削減や技術
開発などの費用に税収を充てることができるとい
う利点があり、この点で、土壌汚染対策として効
果がある。
また、排出状況に応じて助成することは困難で
あるが、生産段階における助成は実施可能であ
る。汚染削減を図れる特定の生産方法に助成する
ことは非効率的な側面をもつが、経済的基盤の弱
い事業者に自発的な取り組みを促すことが可能と
なる点で効果がある。
分権的・自発的手法は、他の手法と異なり、規
制当局の強制力を必要とせずとも社会的に最適な
汚染削減を達成する手法である。最も強制力を必
要としないのが、 2章で例示したような汚染者と
被害者の間で行われる自発的交渉である。これら
の当事者は直面する問題の解決に最も積極的な者
たちであり、また、汚染者や被害者に関する情報
に最も近い者たちであるため、効率的に汚染問題
を解決することができる。
ここでは、環境責任制度とPRTR制度を取り上
げる。
環境責任制度とは、汚染や事故の被害者に対し
てその原因となった者が補償しなければならない
とすることで汚染を管理する方法である。この制
度は、潜在的加害者に汚染予防措置を講ずること
を促し、一律な規制を要求せず、効率的な汚染削
減を図れるために、ポイントソース対策として有
効な手法である。しかし、経済的基盤の弱い事業
者には責任制度があっても汚染予防のインセン
ティブが働かない可能性があり、ノンポイント
ソース対策としては充分な効果が発揮されないと
考えられる。
PRTR制度とは、対象事業者に対して、環境中
へ自らが放出した対象化学物質の量を把握させ、
それを行政に届出させることで、事業者による化
学物質の自発的な管理を促進する制度である。日
本に先立ち、欧米で実施している国は多い。
この制度は、個別事業所ごとのデータが一般に
公開されれば、汚染削減を促す効果があるが、そ
うでなければ排出者に対するインセンティブは働
きにくい。また、小規模事業者にとっては個別
データが公表されたとしても自発的な取り組みを
促進する効果は低いかもしれない。
但し、この制度にはリスクコミュニケーション
の手段となることも期待されている。リスクコ
ミュニケーションとは、事業者と地域住民がリス
ク情報を共有し、相互の意見交換を通じて両者が
連携して環境リスクに取り紐むことであり、これ
を実行するためには小規模事業者にも情報提供を
義務付ける必要がある。
以上、各手法の有効性を述べたが、土壌汚染の
対策として効果をもつのは、一律で非効率的では
あるが、生産段階での未然予防を図る手法であ
り、これはポイントソース、ノンポイントソース
いずれにも有効である。さらに、分権的・自発的
手法は排出者の個別性を反映し、未然予防を促進
するため、ポイントソース対策に特に効果が高い
といえる。
5. 都市域の土壌汚染問題に求められる
リスク管理の枠組み
以上の分析結果から本章では、都市域の土壌汚
染問題に求められるリスク管理の枠組みを示し、
さらに具体的な管理手法について提案する。
5. 1 リスク管理を必要とする範囲
まず、土壌汚染による環境リスク管理を必要と
する範囲を明確にする。
現在、土壌汚染政策の対象となっているのは、
有害性の判明している物質によって土壌や地下水
が汚染されている状態が判明している場合であ
る。都市域には潜在的汚染源が多数あるが、現行
の政策において汚染が発見される土地はごく一部
であり、多くの汚染が発見されない状態にある。
現在、発見されていない土壌汚染や有害性の未判
明な物質であるがために顕在化していない土壌汚
染にも環境リスクは存在するのであり、今後はこ
のような潜在的な土壌汚染をも視野に入れたリス
ク管理を行う必要がある。そして、放射性物質な
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ど、危険性が判明していながら現行では土壌汚染
政策の対象としていない物質についても管理の対
象とする必要がある。
5. 2 環境管理手法と取引費用との関連性
ここでは、 4章で取り上げた環境管理手法の特
徴を取引費用との関連で見ていくこととする。
未然予防型の手法には有害物質の使用・製造と
いった生産段階で規制するものと排出・廃棄の段
階で規制するものとがある。行政が排出段階での
規制を行う場合には、各排出者の排出状況を常に
監視する必要があることから強制費用は高額にな
る傾向がある。しかし、生産段階で規制や課税を
行う場合には、環境中の汚染状況や当該産業の生
産状況などの調査・監視は必要となるが、各排出
者の個別の情報を必要としないため、強制費用は
比較的低額となる。
一方、事後対応型の手法は、土壌汚染対策の場
合、判明した汚染について浄化・回復措置等の実
施を目的とするものが多い。したがって、汚染が
ひとたび発見されれば、適切な措置を講ずるよう
に、その土地を監視することは比較的容易であ
り、強制費用は排出状況の監視ほどには高額にな
りにくい。
これら命令管理型の手法に対し、分権的・自発
的手法は発生する取引費用の性格が異なる。
分権的・自発的手法は排出者や被害者(潜在的
被害者を含む)という各情報に最も近い当事者間
での交渉や自主的な管理を行わせることで、行政
という第三者が監視するのと比較して社会全体で
の取引費用を節減することができる。しかし、そ
の反面、当事者の費用負担は重くなる可能性があ
る。
5. 3 求められるリスク管理の枠組み
以上の視点を踏まえて、本節でリスク管理に必
要な観点を整理する。都市域の土壌汚染のリスク
管理には社会的に効率的な汚染削減が求められ、
しかも社会全体としての取引費用が低額で済む管
理手法が望まれる。特に、ノンポイントソース対
策は監視のための強制費用が高額となるため、取
引費用が低額な手法しか現実には実施できない。
そこで必要となるリスク管理の枠組みを次のよう
に示す。
① 分権的・自発的手法の活用
土壌への排出を監視することは困難であるの
で、排出者の責任による自主的な管理を促進す
る。但し、経済的基盤の弱い者には取引費用の負
担が重くなり、この手法が機能しない可能性もあ
るため、②、③のような行政による対応も必要で
ある。
② 汚染責任者または行政による確実な事後対
応策の実施
浄化義務を負うべき責任者の範囲を規定するだ
けでなく、責任者が対応できない場合には行政が
確実な対応策を実施する。
③ 生産段階での未然予防策の徹底
行政による強制費用が低額で済み、予防効果の
高い生産段階における管理を徹底する o
④ 対象物質を限定しない包括的なリスク管理
現行では政策対象となっていない物質や現在、
有害性が未判明な物質も土壌汚染の原因となり得
るので、物質を限定しない柔軟で包括的な管理体
制を構築する。
5. 4 具体的なリスク管理手法
前節で示したリスク管理の枠組みを踏まえ、具
体的なリスク管理手法として、ポイントソース、
ノンポイントソース対策を提案する。ここで、ノ
ンポイントソース対策として有効な手法はポイン
トソース対策としても有効であることは言うまで
もない。
(1)ポイントソース対策
① 汚染浄化義務を負うべき責任者の範囲を予
め規定すること。
汚染が判明した時に浄化措置を実施すべき者を
予め規定することによって、土壌汚染を起こさな
いようにする未然予防と汚染が発生した場合の事
後的な対応の両方を図ることが可能である。
(2)ノンポイントソース対策
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① 地質や地下水系を考慮した土地利用規制
土壌汚染で最も問題となるのが、それを放置す
ることで地下水や河川など、他の環境媒体に影響
を及ぼすことである。各排出者がいかに厳密に有
害物質を管理したとしても事故の起きる可能性を
無くすことはできない。その点を考慮するなら
ば、 3章で述べたように、欧米諸国に見られる地
下水源からの距離に応じたゾーニングによる土地
利用規制を実施することが望ましい。さらに地質
の特徴から地下水への影響が想定されるならば、
それに応じた土地利用規制が求められる。例え
ば、東京都において、渡辺 (1997)は武蔵野台地
と沖積低地の地下水を比較すると前者の地下水の
方が化学物質の検出頻度がはるかに高かったこと
を報告しており、その理由として地質の差異が汚
染物質の移動のしやすさに影響を与えているもの
と推定している。
わが国の都市域では多様な用途の小規模敷地が
混在しており、相互に土壌汚染、地下水汚染のリ
スクを被りやすい状況にある。事故等による持染
の範囲を拡大しないために、地質の差異や地下水
系等についても可能な限り土地利用計画に反映
し、一般に周知徹底して、汚染のおそれのある行
為を規制することが望まれる。
② 小規模事業者に対する生産技術(汚染削減
技術)の指定と助成
汚染削減を経済力、経営能力等から自発的に実
施できない小規模事業者に対して汚染削減に効果
のある技術や生産方法を指定する、あるいはその
ような技術の導入について助成することは効果が
あると考えられる。前述のように、経済的基盤の
弱い排出者には環境責任制度による未然予防効果
が充分に機能しない可能性が高い。したがって、
汚染削減の便益を享受する社会が一定の費用を負
担することもやむを得ないものと考えられる。
③ 土壌汚染の浄化等のための基金設置
汚染の未然防止には上記のような規制も有効で
あるが、汚染が生じた場合、その事後処理費用を
誰かが負担しなければならないという問題があ
る。汚染原因者や土地所有者等の責任者に費用負
担を求められない場合の財源が必要となる。
lつにはアメリカのスーパーファンド基金のよ
うに汚染の可能性のある有害物質について課税す
ることが考えられる。この場合は規制物質から他
の汚染物質への使用が増加しないように関係のあ
る物質について広く課税対象とすることが重要で
ある。但し、このような特定の物質に対する課税
は、その物質の利用状況に応じて税収が大きく左
右される可能性がある。また、従来有害性が低い
とみなされ、環境中に放出されてきた物質につい
て、新たに有害性の高いことが判明し、その後当
該物質が課税対象となったとしても、過去に利用
した者からは税を徴収することはできず、以後、
そのような物質の利用が控えられることになれ
ば、新たな税収の増加は見込めず、財源としては
充分なものにはなり得ない。
そこで、もう 1つの方法として、土地所有者に
対して土地の利用形態に応じた課税をすることが
考えられる。土壌汚染は土地上での社会的活動に
よって生ずるものであり、個人、企業を問わず、
あらゆる主体が環境の排出物吸収能力を利用して
いる。利用者はその利用に対して費用を負担する
必要がある。一律ではあるが、固定資産税のよう
に住居系、工業系、商業系等の土地利用形態に応
じて課税することは、広く分散しているノンポイ
ントソースの汚染費用の一部を内部化することが
可能であり、安定的な財源になるものと考えられ
る。
これら税収入の使途としては次のようなものが
考えられる。
[ 1 ]判明した土壌・地下水汚染で汚染責任者が不
明、あるいは汚染責任者に浄化費用等の負担能力
がない場合にその費用(の一部)とすること。
[2 ]土壌汚染が発見されることなく、地下水や表
流水等の水域を汚染する可能性を考えるならば、
これをいずれ浄化する必要がある。汚染された水
は飲料水になる段階では必ず浄化されなければな
らない点に着目して、上水道で‘の浄化費用の一部
として利用すること。
④ リスクコミュニケーションの活用
地域でのリスクコミュニケーションの手段とし
てPRTR制度を充分に活用するために小規模事業
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者を含め広く実施することが望ましい。日本の
PRTR法では対象物質 (354物質)を年間1t以上
(発癌性物質0.5t以上)使用し、かつ常用雇用
者21人以上の事業者を対象とするが、それより小
規模の事業者についても報告形式を簡易にするな
ど、可能な範囲での報告を義務付けることは不可
能ではない。現実に東京都の条例では、対象物質
は57物質に絞ったものの、使用量を年間100kgに
下げることで、報告義務を課す対象者を小規模事
業者にまで、広げている。そして、開示請求がなく
とも値別事業所のデータを公表することで、
PRTR制度は地域全体での環境リスク管理の一助
となることができる。
圏内の都市域は多様な用途の敷地が密集し、混
在しているため住民と有害物質が接触する可能d生
は極めて高く、こうした状況は今後も続くと考え
られる。特に、ノンポイントソースと考えられる
排出者は住民の生活に密着している者が多く、都
市域に居住する者は多少なりとも環境汚染のリス
クを負うことは避けられない。住民自らが環境リ
スクを受け入れ可能なものとするために、事業者
との間でリスク情報を共有し、共通理解を形成す
るためのリスクコミュニケーションは欠かせない
ものと考えられる。
(3)まとめ
2002年に国会に提出された土壌汚染対策法案
は、土地の所有者等を汚染対策の責任者として規
定しており、これはまもなく実施されることであ
ろう。この制度に加えてさらにノンポイントソー
ス対策として上記のような制度を設けるならば、
都市域の土壌汚染による環境リスクのさらなる低
減を図ることが可能になると考えられる。
6. おわりに
本論文では、土壌汚染のポイントソース、ノン
ポイントソースに着目して、リスク管理の提案を
行ったが、この汚染源の区分は全ての環境汚染問
題に取り組むときに重要な視点となる。
人は観察能力の限界から、全ての汚染源を等し
く監視することはできない。それ故に監視の困難
なノンポイントソースを管理しようとすると強制
費用が高額になるのである。かつては、このよう
な汚染源は政策の対象外であったが、現在、都市
域には多数のノンポイントソースが存在し、社会
全体では無視し得ない汚染源となっている。この
汚染源を管理するためにノンポイントソースの特
徴を理解して可能な政策を実施することがあらゆ
る環境汚染の管理に求められている。
また、土壌汚染は単独で発生するものではな
く、大気や公共用水域など他の環境媒体にも影響
を及ぼすのが一般的である。特にノンポイント
ソースは監視が困難であることから、他の環境媒
体を考慮した対策が求められる。本論文では、土
壌汚染対策のみを対象としたリスク管理を提案し
たが、今後はそのような枠にとらわれず、環境媒
体を特定しない包括的な環境リスク管理を構築す
ることが求められる。
上述のように、環境リスク管理は物質や環境媒
体を限定せず、幅広く対象とする必要があるが、
現実に発生する土壌汚染問題は極めて地域的な性
格をもっている。したがって、きめ細かなリスク
管理を行うためには、その主体は国よりも地方公
共団体が望ましいと考えられる。しかし、実施段
階において管理主体を都道府県レベルとするか、
あるいは市区町村レベルとするかは、さらなる検
討を必要とする課題である。
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Recently， problem of contaminated land in urban areas is attracting considerable attention in 
Japan. However， countermeasures for this problem have just begun and they are not sufficient. It is 
necessary to reduce environmental risk of contaminated land in urban areas. The pu叩oseof this 
study is to suggest methods of environmental risk management for contaminated land in urban areas. 
Firstly， we consider sources of contamination， inwhich point sources and nonpoint sources are 
differentiated， inorder to manage environmental risk of contaminated land. The characteristics of 
these two types of sources can be explained by a concept of transaction costs. 
Secondly， we brief1y discuss how Japan and foreign countries have approached contaminated 
land problems and adopted their regulations. We analyze the differences in regulations for 
contaminated land between Japan and foreign countries. Then， we examine what kind of typical 
measures of environmental policies have effects on environmental risk management for contaminated 
land. 
Final1y， we suggest practical methods of environmental risk management for contaminated land 
in urban areas. Most of contaminated lands are not discovered actually. It is necessary to manage 
environmental risk of contaminated land that have not yet been discovered. Environmental risk 
management for contaminated land requires efficient methods to reduce contamination with 
inexpensive transaction costs. In particular， costs of monitoring and enforcing to reduce 
contamination caused by nonpoint sources are expensive. Therefor it is important to manage them 
appropriately. 
